様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2022　年　　4月　　8日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃおーくわ
                        　一般事業主の氏名又は名称 株式会社オークワ
（ふりがな）おおくわ　ひろつぐ
                        （法人の場合）代表者の氏名 大桑　弘嗣     印
住所　〒641-8501
和歌山県和歌山市中島１８５－３
法人番号　2170001002092　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2022年2月期　第2四半期累計期間 決算説明資料


	公表日
	　　2021年　10月　5日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.okuwa.net/ir/pdf/2022pdf/2022-setumeisiryo2.pdf
31ページ

	記載内容抜粋
	デジタル技術を活用することで、お客様がオークワの実店舗とネット店舗の垣根を意識せず生活シーンに合わせお買い物がより便利に行える場面を提供し、利便性の向上・お客様との密接な関係作りを行います。
また、オークワで働く従業員の働き方を変革することで、生産性向上と働き甲斐のある職場作りを目指します。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得て公表




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2022年2月期　第2四半期累計期間 決算説明資料


	公表日
	　　2021年　10月　5日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.okuwa.net/ir/pdf/2022pdf/2022-setumeisiryo2.pdf 
28・31～32ページ

	記載内容抜粋
	1. お客様の利便性向上
各種会員の統合による利便性向上、ネットスーパーの展開
2. 従業員の生産性向上、働き甲斐のある職場作り
発注業務のデジタル化による作業時間の短縮、電子棚札導入・レジ業務の効率化


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得て公表




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.okuwa.net/ir/pdf/2022pdf/2022-setumeisiryo2.pdf
31ページ

	記載内容抜粋
	2019年より「IT戦略推進PT」を立ち上げ
経営ビジョンやビジネスモデルを実現する為、組織横断で課題抽出・進捗確認を行い全社的取り組みを実施。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.okuwa.net/ir/pdf/2022pdf/2022-setumeisiryo2.pdf
21・23～24・27～33ページ


	記載内容抜粋
	· デジタル技術の活用「AI」「IoT」「SNS」「クラウドサービス」
· 人材育成による自社開発の強化→ トライ＆エラーによる開発の加速
· 電子棚札導入による効率化を計画
· 作業場での教育・マニュアル活用に向け全店タブレット端末の導入を計画
· 給与明細の電子化
· 発注業務の自動発注比率向上
· AI活用による各種予測



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2022年2月期　第2四半期累計期間 決算説明資料


	公表日
	　　2021年　10月　5日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.okuwa.net/ir/pdf/2022pdf/2022-setumeisiryo2.pdf
32ページ

	記載内容抜粋
	（生産性向上）
· 畜産週間発注AI化2021年44店舗で稼働
目標26,000時間の発注時間削減
· 電子棚札導入による作業削減計画




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　2022年　4月　5日


	発信方法
	2022年2月期　決算説明資料に基づき代表取締役社長より説明を実施
https://www.okuwa.net/ir/pdf/2022pdf/2022-setumeisiryo3.pdf　34～36ページ


	発信内容
	
取組状況を発信
・週間発注ＡＩ化の進捗状況と目標
・スマホレジ、電子棚札の導入状況
・ネットスーパーのサービス拡大とシステム刷新計画



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　2021年　3月頃　～　2021年　10月頃


	実施内容
	DX推進指標自己診断フォーマットに基づき実施




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	[bookmark: _GoBack]　　2021年　3月頃　～　2022年　2月頃


	実施内容
	· 日々SOCサービスにてリアルタイム監査を実施
· 重大インシデント発生時、外部通信環境を委託業者にて遮断、当社に報告が入る体制で運営を行い月間でレポート化し情報共有を実施。
· 重大インシデントが発生した場合、担当役員より社内コンプライアンス委員会に報告、経営者間で情報共有を行い、対策を講ずる体制
· J-SOX IT全般統制において「セキュリティ対策」「ファシリティ管理」「端末管理」にて確認。運用状況は監査法人により評価され指摘がある際は改善に向けた対策を講じている




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

